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変成器付計器（計器用変圧器・変流器とともに使用する電気計器）は、下記の検定証印と検定票で表示されて

います。（２０１９年１月から年号を西暦で表記。）

《例》

　

検定票 （表面） 検定証印

イ
．．
２０３０ １ ノ　

　

　

　　

　 　 　 　 　 　 　有効期限：２０３０年１月を示す。

ファイバー（茶色｝＝有効期間７年

　　　　　　　　

ファイバー（茶色）：有効期間７年

ファイバー（灰色）：有効期間 ５年

　　　　　　　　　

ファイバ一（灰色）；有効期間 ５年

※無断転載・複製を禁じます。



証明用電気計器（以下「子メーター」という。）とは、 貸しビル・アパート・分譲マンション等で、
一括して一般及び小売電気事業者等に支払った電気料金を、 各テナント等の電気の使用量に応
じて配分するために用いられる電気計器であり、 計量法で有効期間が定められています。
検定又は基準適合検査を受けた正しい電気計器を使いましょう。
☆
☆
子メーターの検定有効期間確認のための立入検査は行政機関（各地方自治体の計量検定所、 計量検査所）自身によって行われています。
民間その他の機関が経済産業省や日本電気計器検定所の指導や委託等を受けて調査や立入検査を行うことはありません。

取引用電気計器

（親メーター）
一般及び小売電気事業者等
と管理人の間で、電気の取弓１

に使用される電気計器をい
つ。

貸しビル
アパート
分譲マンション 等

証明用電気計器

入居者Ｎｏ．１

入居者Ｎｏ．３

（子メーター）

　　　　　　　　　
電気料金の配分に使用さ
れる電請計器をいう。

Ｑ：子メーター‘勃検定又‘鵡雲準適合検査を受けたものでなければ使用できませんか？

　　

Ａ：計量ｊ去の第１６条（使用の制限）では、次の事項に該当する特定言恒綴は使用してはならないと定めています。

（１）検定証印又｛表基準適鍋正印力ｑ寸されていないもの。

（２）検定証印又｛表基準適鍋証印伽轍効期間を経弱回したもの。
（３）変成器とともに使用する電に計器の場合、付属変成卵器と同じ合番号が付されてし沈まいもの。

　

したｂ℃って子メーターは、検定又澱基準適合検査に合格したもので、有効期限内のものでなければ使用できません。

Ｑ：子メーターを違反して使用した場合、罰則はありますか？

　　

Ａ：計量ラ去の第１７２条では「６カ月以下ｄ謝党若しくは５０万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。」とありますが、

当事者間のトラフ〕〆の西生を未然に防ぐためにも、計量法を遵守されるようお願いします。

計量法及び検定などのお問い合わせ先…

　　

◇近畿経済産業局 資源エネルギー環境部 電力・ガス事業課………………………………

　　

◇日本電気計器検定所 関西支社（関西地区証明用電気計器対策委員会事務局）……‐‐…

　　

◇日本電気計器検定所 関西支社 京都事業所…………………………………………………

電気計器の製造事業者のお問合せ先

◇株式会社エネゲート

　

営業開発部…………………………………………………………．

◇東光東芝〆一ターシステムズ株式会社 営業部 営業推進部……………………………．

◇富士電機株式会社

　

関西支社

　

営業第二部 営業第一課

　

………………………………

◇大崎電気工業株式会社

　

大阪営業所………………………………………‐‐……………．

◇三菱電機株式会社

　

関西支社………………………………………………………………

関西地区証明用電気計器対策委員会の構成機関
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